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項目 2018 年度 

目標 

2018 年度 

実績 

2019 年度 

目標 

2019 年度 

実績（4月～

12 月） 

① 常時雇用する労働者が 300

人以下の事業主の女性活躍推

進法に基づく一般事業主行動

計画策定届出件数※１ 

6,000 社 6,041 社 7,500 社 6,436 社 

② 次世代育成支援対策推進法

に基づく認定（くるみんマー

ク取得）企業数※２ 

3,000 社 3,085 社 3,200 社 3,262 社 

（備考） 

※１ 雇用環境・均等部(室)による法施行状況調 

女性活躍推進法に基づく行動計画を策定し都道府県労働局に届出を行った常時雇

用する労働者が 300 人以下の企業数 

※２ 雇用環境・均等部（室）による法施行状況調 

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画を策定・実施し、厚生労働大臣による

認定を受けた企業数 

2019 年度目標設定における考え方 

① 常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の女性活躍推進法に基づく一

般事業主行動計画策定届出件数 

平成 30 年度の届出増加件数（1,473 件）以上に届出件数が増加すること

を目標として、1,500 件以上の増加を見込み、7,500 件を目標値とした。 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

直近の認定企業増加数（約 200 社／年）が継続することを目標として、

3,200 社を目標とした。 

施策実施状況 

（2019 年度に実施している主な取組） 

① 常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の女性活躍推進法に基づく一

般事業主行動計画策定届出件数 

・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・実施、認定の促進 

・中小企業のための女性活躍推進事業の実施 

・両立支援等助成金（女性活躍加速化コース）の支給 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

・次世代育成支援対策推進法の施行のための周知 
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・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・届出、実

施、認定の促進 

2019 年度施策実施状況に係る分析 

① 常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の女性活躍推進法に基づく一

般事業主行動計画策定届出件数 

・ 常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の一般事業主行動計画策定届

出数は、2019 年 12 月末に 6,436 社となっているところ。 

（参考）労働者 300 人以下の事業主の一般事業主行動計画策定届出数（累計） 

平成 31 年 3月末時点 6,041 社／令和元年 6月末時点 6,156 社／9月末時点 6,308 社／12 月末時点

6,436 社 

女性活躍推進法の施行から４年目を迎え、行動計画の計画期間が終期を

迎える企業が多いところである。中小企業においては、国又は地方公共団

体の助成金制度等の利用や公共調達における優遇が行動計画策定の動機付

けとなる場合が多いが、その後、計画期間が終了した場合の次期行動計画

の策定にまではつながっておらず、届出件数が伸びていないと考えられる。 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

・ くるみん認定企業数は 2019 年 12 月末現在で 3,262 社となり、2020 年ま

でに 3,000 社とする目標及び 2019 年度目標いずれも達成した。 

施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

① 常時雇用する労働者が 300 人以下の事業主の女性活躍推進法に基づく一

般事業主行動計画策定届出件数 

・ より多くの中小企業において女性活躍推進法に沿った行動計画の策定・

届出等が行われ、女性活躍が進むよう、地域の経済団体等への協力要請、

説明会や相談会の実施、助成金の周知等の働きかけ等、さらなる取組を進

めていく。 

・ また、今般の女性活躍推進法の改正により、令和４年４月１日からは行

動計画の策定等が義務となることから、中小企業が行動計画を策定する際

に負担となっている状況把握・課題分析について取り組みやすいように、

「中小企業のための女性活躍『行動計画』策定プログラム」を作成・周知

し、中小企業への行動計画の策定・届出を促していく。 

② 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク取得）企業数 

・ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定企業は着実に増加しており、さ

らなる認定企業増に向けて、引き続き、企業に対する認定取得の働きかけ

を行う。 
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分科会委員の意見 

 

 


